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「教育界」研究序説

一 昭和 40年代保革対 立の ね じれ構造 と
”

挙国
一

致イデオ ロ ギ
’一 の 生成・・一
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■ O．は じめに

　 「教育界 」 の 昭和 40 年代は、現在に 比 べ れ ば

問題 の 所在が明確 で あり、それゆえ に 生彩に富ん

だ 時代だっ た よ うに思 える。

　昭和 45 年 7月 17 日、午前 10時 02分。東京地

裁に お い て家永教科書裁判第 2 次訴訟 の 1審判決

が 下っ た。原告勝訴。 家永三郎の 主張を認め、文

部省による教育内容介入 の違憲性が指摘された杉

本判決 の 瞬間 で ある，

　同 じ時刻、閣議出席 して い た 文部大臣 ・坂 田道

太は、文部省敗訴 の 報を メモ で 受け取 り、
一

言、

「敗 けま した 」 とだけ報告 した
1
。

　この 判決は、教育の 自由と国家介入の 有り方 を

問 う家永 の 訴えが認 められた点で意義深い 。 しか

し 「敗けま した」 の エ ピ ソ
ー

ドは、教科書訴訟 の

背景にあ っ た保革対立の 中で の 、自民党 ・文部省

側 の
”

意地
”
を浮 か び 上 が らせ 、そ れ とは 別 に 「面

白い 」 の で ある 。

　文相が 「敗けま したj などとは間違っ て も口 に

しない 現代から見れば、の 話であるが。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ＊

　昭和 40 年代 は、日教組対文部省 ・自民党 とい う

保革対立軸が教育におけるイ シ ュ
ー形成の リ

ー
ダ

ー
シ ッ プを担 っ た

”

旧き良き時代
’
で ある。 そ れ と

同時に、「日教組 と文部省 とが、教育問題で対立ば

か り して い る の は か なわぬ 」 とい うムー
ドが次第

に
一般市民 の 間に 広が り、保革対立軸が対社会的

機能 の 限界を露呈 した時期 に もあた る
2
。

　こ うした矛盾 を含ん で い るに もか か わ らず、否

それだか らこ そ昭和 40 年代の 教育をめぐる政治

の在り方は、アカデ ミッ クな興味を引き起こす。

　昭和 30 年代勤評闘争の ように 、保守自民党 ・文

部省＝悪 、 革新派 日教組 ＝ 善と い うよ うな二 極化

賣 当初提 出の 副題 目を
一
部変更。

轍
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1 大 田 弘 「

”
教科書 官僚

’
の 体質 は何 か 」 『中央公 論』昭和

45 年 10月号。『朝 日新聞』昭和 45年 7 月 17 日夕刊 11

面記事。

2
江幡清 「日教組

一
教育闘争へ の 再 出発 」、朝 日ジ ャ

ー

ナル 編 『日本の 巨大組織』勁草書房 、1966年、6頁。

したイデオ ロ ギ
ー

対立は後退局面にあっ た
3。保革

対立の 社会的威信が下が る中で、教育荒廃 との 戦

い 、とい う別次元の 戦線に巻き込まれ て い く 「現

実化」 の 時代が昭和 40 年代 で ある
4。

　また、革新陣営の 凋落が進行した昭和 50 年代 と

較べ て 、 教育における政治 の 役割が 明確 で あ り、

なぜ どの よ うに して教育に お け る政治がそ の 影響

力を失 っ て来たか とい う過程把握が 可能な時空と

して も意味を持っ 。

　すなわち、昭和 40 年代は、保革対立 軸の 影響力

の 後退 に 比 例す る形 で、教育 に お け る政治 の 領域

が 拡 大 か ら縮小 へ 転 じる瞬 間 を含ん だ タ イ ム ス パ

ン として注目され るの である。

この 報告で は、保革対立軸 の 変化に焦点を当てる

こ とで 、戦後教育をめ ぐる政治 シ ス テ ム の 変動を

構造的に把握し、そ の 没落の 理由を分析する こ と

を目的とする。

　 この 際、戦後教育をめ ぐる政治 シ ス テ ム を 「教

育界」 と位置付けてお く。通常、教育界は文部省，

教育委員会や学校などの 公教育シ ス テ ム に連なる

学校教育の 当事者たち、とい う程度の 意味 しか与

え られ て い ない。教育界 ≒ 学校界とい う暗黙の 前

提 の もと、既存 の 教育制度 の 内 部 に の み 、教育界

の 実在を認 め る立 場 とい っ て もい い 。

　しか し、
「現実 の 教育が政治的機 能や経済的機

能をめ ぐる葛藤や矛盾 の 中で 動 い て い る 」 とい う

前提を共有するならば
5
、教育界は 「教育制度とい

うハ
ー

ド
・

コ ア 内部の 世界」 で は なく、「教育をめ

ぐる 多元 的権力 の 世界」 として 理解され る方が相

応 しい の で は ない だろ うか
6
。

：｛

拙稿 「教育界にお け る 『革新勢力』の 構造変動に関す

る研 究一日教組の 高度成長期 とそ の
“
凋 落

”への プ ロ ロ

ーグー
」、京都大学教育行政学研究室 『教育行財 政論叢』

第 7 号、平成 13年、14・29 頁参照w

4 ジェ ラル ド ・L ・カー
テ ィ ス 『日本の 政 治 を ど うみ る

か』NHK 出版、1995年、95−101頁参照℃
5 広 田照幸 『教育言説の 歴 史社会学』名古屋 大学出版会、
2001 年、383 頁。
G

上 田庄 三郎 『教 育界人 物地図』明治図書、1951年、
参照v 上田に お け る教育界の認 識は、教育制度内部に と

どまらず、教育産業、教育政治家、知識人 とい っ た政治

的ア ク ター
を自覚的に その 範疇に含んだ プル ラ リズ ム
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　いずれ にせ よ、本研究は 「教育界」 （＝戦後教育

をめ ぐる政治 シ ス テム ） の 研究 とい うマ クロ 構造

の 中で の 保革対 立 軸 の 凋落プ ロ セ ス と、その 教育

政治 へ の イ ン パ ク トを検 証 す る、とい う立場 か ら

分析をすす め る。

■ 1周 題設定

　教育に おける政治の 役割の 後退につ い て、通説

的なの は、次の 2 つ の 立場 で ある。

（1）社会変化説 ；1970年代以降、個人所得 の 拡大、

　 進学率 の 上昇等を背景に、社会の 側 の 教育へ の

　 認識 が 成熟し、マ ク ロ な政治にょる教育理念 の

　 実現で はな く、 学力低下や教育荒廃とい っ た ミ

　 ク ロ な学校現場の在 り方に関心が移行 した と

　 い う説
7
。

（2）イデオ ロ ギ
ー

後退説 ；昭和 40 年代 に お け る 自

　 社双 方 へ の 支持低下、公 明 党に代表 され る よ う

　 な中間政党 の 出現により、保革両派が 「現実化 」

　 を迫 られ る中で、イデオ ロ ギ
ー

が後退 した。 そ

　 の結果、「教育界」 で は革新派 ・日教組の 理念

　 的基盤が弱体化 し、政治闘争 へ の 支持を失っ た

　 結果、保革対立 の パ ワ
ー

オブバ ラン ス が崩壊 し

　 たとい う説
8
。

　こ うした 2 つ の 説明は 、 教育をめ ぐる政治 の 中

で、保革対立がその意義を失っ て い く立場を説明

する枠組み と して 、ともに支持で きる。

　 しか し問題点は存在す る。それは、こ の 2 つ の

仮説を結び つ け る視点をい か に形成するか 、とい

う課題 で ある。社会の変化 と、政治的イ デ オ ロ ギ

ー
の 変化は、個別に保革対 立軸の 凋落に作用 した

わけで はない
。 む しろ、社会変化に政治の 側が対

応 し、それ に もか か わらず保革対立がその 政治的

な影響力を失 わ ざる を え なか っ た、とい う背景が

あ る 。

　権力ア ク ター
は、個人もし くは組織的な利益の

実現の ために社会変化に応 じて、その イデオ ロ ギ

ーを変化させ る行動を とる。　 昭和 40 年代 「教育

界」 の 保革両陣営の 「現実化 」路線は、ま さに そ

うした 行動 とし て 読み解か れ る。

　自民党は昭和 40 年代前半 の 支持低下を回復す

る ために キャ ッ チ ・オー
ル 政党 へ の 転換を選択 し

た。文教族にお い て も、西岡武夫、藤波孝生 らを

中心と し、革新的価値 へ の 対抗で はなく、それ を

党政策に 包含し よ うとす る第 2 世代が登 場す る。

　一方で、日教組も昭和 40 年代に お ける リーダー

モ デル と して の 画期性を持つ 。
7 広 田前掲書参照
H た とえば 山崎政人と有田

一
壽に よる対談 「教育創造運

動に なぜ と りくまない か」 『ドキ ュ メ ン ト日教組は どこ

へ 行 く』季刊 教育法 1987年 5 月臨時増刊号、14・25 頁。
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で あ る槙枝元文 ら に よ り、賃金闘争重視路線 とい

う組合的な意味で の 「現実化 」、あ る い は 教研 運動

の 脱政治化 とい う職能団体 と して の 「現 実化 」 へ

の 努力が 認 め られ る。

　だ が、「現実化 」 へ の 努力 に もか か わ らず、「教

育界 」 における保革対立軸 の政治的権威は失わ れ

た。なぜか ？

　本報告 で は、保守イデオ ロ ギーが
”
勝利

”
した の

で もなく、日教組が
”
敗北

”
した の で もな く、保革

の 二 項対立そ の もの を忌避 し 「教育界」 の
一

致団

結を理想 と した
”
挙国

一
致イデオ ロ ギー”

の 生成、

とい う仮説か ら、この 疑問に迫る。

■2．昭和 40年代 「教育界」 と保革対立 の ね じれ

構造 （→ 当 日配布資料）

■ 3．「正 常化」言説 に見る
”
挙国

一
致イデオ ロ ギ

ー”
の 生成

　昭和 40 年代に お け る文部省批判や日教組批判 、

戦後教育批判の 中に は、現在の 教育をめぐる状況

が 「異常」 で あ り早急に 「正常化 」 しなくて は な

らない とい う 「正 常化」言説が しば しば見 られ る。

　そ こに見 られる 「正常化 」 言説 の パ タ
ー

ン を類

別すると 、 保革イデオ ロ ギ
ー

に もとつ く
“

民主教

育
’
批判や 官僚主義

”
批判

9
、保護者や評論家による

受験競争 ・能力主義批判
10
、教師や校長 の こ とな

か れ主義批判
ll
とい っ た 1次的分類が可 能 で あ る。

　 「正 常化」 言説を分析 して い くと、こ う したカ

テ ゴ リ
ー

を横断した 思考様式が 見 られる。それが

保革対 立 の 泥仕合を止 めて、日本 の 教育や 子 ども

た ちの ために関係者が手をたず さえな くて は なら

ない 、とい う
”
挙国

一
致イデオ ロ ギー”

で あ る。

　こ の
”
挙国

一
致イ デ オ ロ ギー”

の 生成 の 背景と 、

保革対 立 の 影響力低下の 理 由に つ い て以下の 観点

か ら考察を試みる。

（1）各界識者を集めた中教審 「教育改革 」 体制 （
一

　種 の エ リ
ー

ト政治モ デル ？）の 支持獲得仮説

（2）教育政治か ら、特定 の イ デオ ロ ギー
や利益政治

　的な 要素を排除 した い とい う 「反政治 」 価値観

　 の 台頭仮説
12

■ 4お わ りに （→ 当日配布資料）

S 大 田前掲、勝田吉太郎 「
”
民主教育

’
で 日本は 亡び る

一 ’

イ ク ラ人 間
”
を大量 生産す る今 の 教育 を憂 う一」、『文芸

春秋 』1974年 10 月号 など。
且o

特集記事 「世界史の 官僚的画
一
化と抵抗」 『潮』昭和

43年 8 月 号、117− 119頁など。
lt

野 呂重 雄 「「教 育」 とた たか う母 と息子」 『朝 日ジ ャ
ー

ナル 』1972 年 9月 8 日号な ど。

12 ジ ェ ラル ド・L ・カー
テ ィ ス 前掲書、113 −115 頁参照w。
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